
１２７ 

 

 

 

現在、住民にとって最も身近な行政機関である市町村では、急速な少子高齢化の進行、各産業にお

ける世界規模での競争激化、景気の長期低迷等による歳入の落ち込みなど、かつて経験したことのな

い先行き不透明な時代を迎えている一方、地方分権の伸展に伴い、今後さらに自主性・自立性を高め

ていくことが求められています。 

 

倉吉市では、将来世代に負担を先送りせず、できうる限り少ないコストで公共サービスの品質を維

持・向上させ、市民満足度を最大化することを目指し、行政経営の基本的取組を次のとおり掲げ、市

役所で働くすべての職員が目的・目標をしっかりと共有しながら、不断の決意でさらに徹底した行政

改革に取り組んでいきます。 

第第ⅢⅢ章章  行行政政経経営営のの方方針針  



１２８ 

 

 

 

施策１ 市民参画と協働のまちづくりを支える仕組を充実させる 
＜36＞ 

 

目指すべき姿 

 

 

 

 

 

 

 注）市民参画と協働 

   市民が地域の公共的課題を解決するために、自治公民館などの地域自治組織、市民 

  活動団体、議会、行政の活動に参画し、事業者も含め、各主体が目的を共有し、互い 

  の特性や違いを認め、それを尊重しつつ、互いの信頼関係に基づいた対等な立場で役 

  割を分担しながら、相乗効果を発揮するような協力・連携を行うこと。 

 

 

 

 

現状と課題 

 倉吉市では、平成 18 年 12 月に「倉吉市市民参画と協働のまちづくり推進条例」を定め、市

民と市民、市民と議会、行政が、それぞれの特性を活かしながら、助け合い、協力し合い、相

互の信頼関係を醸成し、公共的課題の解決にあたることを掲げています。 

 さらに、平成 19 年１月には、上記の条例に基づき「市民参画と協働のまちづくり指針」を定

め、協働の領域（役割分担）や行政への市民参画の進め方、市民と行政の協働事業の進め方な

どを明らかにしています。 

 市政への市民参画の取組としては、市の基本的な施策や計画などを決定する前に素案を公表し、

これに対するご意見をいただくパブリックコメントや、多種多様な価値観を持つ市民のニーズ

や物事の実態を把握・評価するためのアンケート調査、各種審議会等への公募委員の登用など

を継続的に実施しています。 

 しかし、各課が独自に実施した住民説明会やシンポジウム、パブリックコメントなどに参加し

た市民の人数は、平成 18 年度が 14,206 人（31 事例）であったのに対し、平成 19 年度は

11,311 人（36 事例）、平成 21 年度は 11,800 人（40 事例）と、市政への参画の機会は

増えているにもかかわらず、伸び悩んでいる状況にあります。 

 本格的な地方分権時代の到来を踏まえ、市民参画と協働のまちづくりをより強力に推し進めて

いくためには、１人でも多くの市民が自ら進んで市政やまちづくりに参画する意識を高めなが

ら、市民の主体的なまちづくりに対する支援や市政への参画機会の拡大など、これを支える仕

組の充実に取り組むことが求められています。 

「市民参画と協働注）」のまちづくりを支える仕組が充実し、より多くの市民の知恵や

経験がさまざまな分野のまちづくりに存分に活かされています。 

経経営営方方針針１１  市市民民参参画画とと協協働働ののままちちづづくくりりをを支支ええるる仕仕組組のの充充実実  

＜本ビジョンの策定に際し、開催 

した市民ワークショップ＞ 

（平成 22 年 11・12 月開催） 



行政経営の方針 

経営方針１ 市民参画と協働のまちづくりを支える仕組の充実 

１２９ 

 

今後の取組方針 

 

取組方針 主な内容 

市政やまちづくりへ

の参画意識の向上 

市民が地域活動への参加や市政の政策立案・執行に対し、自発的かつ自律的に

参加するよう意識を高めるとともに、公共的課題の解決に向け、市民参画と協

働を積極的に展開するための基本方針の導入などを検討します。 

市政への参画機会の

充実 

「Plan（計画）⇒Do（実施）⇒Check（点検・評価）⇒Action（改革・改善）」

という行政経営サイクルの各段階で、より多くの市民が市政に参画できる機会

や手法を充実させます。 

新しい公共の担い手

の育成 

新しい公共の担い手として、団塊の世代や未来を担う若者・子どもたちなどが

存分に力を発揮できる仕組づくり、地域のまちづくり活動に高い意欲を持った

市民に対する相談体制の強化などを進めます。 

市民主体のまちづく

りへの支援の強化 

市民、地域、団体などの各主体による自主的かつ積極的なまちづくり活動を活

発化させるため、情報やノウハウの提供、交流の場づくり、各主体だけでは解

決できない課題への支援のほか、新たなまちづくりの仕組づくりや財政的支援

の導入などの充実に努めます。 

 

 

成果を測定するための指標 

 

指標名 
指標の説明 

（出典） 
現状値 

目標値 

(平成 27 年) 

公募委員が参加してい

る審議会等の割合【％】

法令や個別条例に基づき設置し

た審議会、協議会、委員会などの

うち、公募委員が参加している会

議体が占める割合 

9.8％ 

（平成 22 年度） 
50.0％ 

市民参画と協働を支え

る仕組が充実している

と思うＮＰＯ法人・ボラ

ンティア団体の割合

【％】 

市内で活動するＮＰＯ法人・ボラ

ンティア団体に対する聞き取り

調査などに基づき把握 

－ ↑ 

地域のまちづくりに自

分の意見を反映させた

り、実際の活動にも参加

している（※又は参加し

たいと思っている）市民

の割合【％】 

同左 － ↑ 



１３０ 

 

 

 

施策２ 行政資源をより一層効果的・効率的に活用する   ＜37＞ 
 

目指すべき姿 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

現状と課題 

 近年、国・地方を問わず、財政状況の悪化が年々深刻さを増す中、限りある行政資源をより一

層効果的・効率的に活用し、市民満足度と費用対効果の最大化を同時に実現するためには、目

的志向、顧客志向、成果志向といった経営的な観点から、実効性の高い行政経営システムを確

立する重要性が飛躍的に高まっています。 

 市役所では、平成 18 年１月に策定した第 10 次倉吉市総合計画に掲げた課題がどれだけ解決

されたのか、また、そのために市役所が実施した活動を市民の皆さんに説明し、共有するため、

行政評価という行政経営システムの導入に取り組んできました。 

 行政評価とは、総合計画に掲げた施策やその配下に位置づけた事業などを対象に、成果指標（何

を）と目標値（どれだけ達成するのか）を設定した上で、施策・事業などの実施過程の中で現

状値（達成状況）を点検・評価し、その結果を次に活かすという行政経営システムです。 

 これまで、市役所が取り組んできた行政評価は、限りある行政資源の有効活用、市民にとって

わかりやすい行政運営や説明責任の実現といった点で、一定の成果を納めることはできたもの

の、改善の余地がまだ残されています。 

 今後、市役所が行政資源をより一層効果的・効率的に活用しながら、市民からもっと深く信頼

される組織となるためには、点検・評価の結果が恒常的な改革・改善や行政資源の最適配分と

さらに緊密に結びつくような改革に取り組む必要があります。 

 平成 22 年度の市民意識調査の中で、「市役所の課・係の名称や業務分担がわかりやすいと思

うか」を質問した結果、「そう思う（7.9％）」と「どちらかといえばそう思う（41.1％）」は

合計 49.0％で、平成 18 年度の 59.2％を 10.2 ポイント下回っています。 

 より多くの市民から信頼される市役所を実現するためには、市民の視点に立ったわかりやすい

組織となるよう、部・課の統廃合など継続的な組織の再編に取り組むことも重要といえます。 

 

市役所の事務や事業などに関して、「何のために（目的）」、「何を（目標）」、「いつま

でに（期限）」、「どれだけ（期待水準）」達成するのかを明確に掲げ、その達成状況と

要因を定期的に点検・評価し、かつ必要な改革・改善を恒常的に進めることで、職員・

予算・施設・情報といった行政資源をより一層効果的・効率的に活用した行政経営が

展開されています。 

経経営営方方針針２２  目目的的志志向向・・成成果果重重視視のの行行政政経経営営のの推推進進  



行政経営の方針 

経営方針２ 目的志向・成果重視の行政経営の推進 

１３１ 

 

今後の取組方針 

 

取組方針 主な内容 

より実効性の高い行

政経営の確立 

行政資源をより一層効果的・効率的に活用しながら、市民満足度と費用対効果

の最大化を同時に実現するため、ＰＤＣＡサイクルに基づく実効性の高い行政

経営を行います。 

わかりやすく利便性

の高い組織体制の構

築 

市民にとってわかりやすく利便性が高いとともに、社会経済状況の変化に的確

に対応しながら、限られた職員数の中で最大の効果を発揮できるよう、市役所

の組織体制を柔軟に見直します。 

公共サービスへの民

間参入の促進 

質の高い公共サービスを効率的に提供する観点から、「民間でできることは民

間に委ねる」を基本原則に、公共サービスへのＮＰＯ法人、ボランティア団体、

民間事業者などの参入を、市民等の意見を聞きながら、適切に促進します。 

 

 

成果を測定するための指標 

 

指標名 
指標の説明 

（出典） 
現状値 

目標値 

(平成 27 年) 

経常収支比率【％】 

経常収支比率は、地方自治体の財

政構造の弾力性を判断する指標

であり、この比率が高くなるほど

財政が硬直化しているとされる 

97.6％ 

（平成 21 年度） 
95.0％ 

倉吉市では税金が効果

的・効率的に使われてい

ると思う市民の割合

【％】 

同左 － ↑ 

市民による事務事業評

価の累計数【事業】 

倉吉まちづくり評価で点検して

いただく事務事業の累計数 

10 事業 

（平成 22 年度） 

※単年実績 

85 事業 

（累計） 

 



行政経営の方針 

経営方針２ 目的志向・成果重視の行政経営の推進 

１３２ 

 

施策３ 職員一人ひとりの能力を高める          ＜38＞ 
 

目指すべき姿 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

現状と課題 

 近年、国・都道府県からの権限委譲、少子高齢化や地球環境問題への対応など、さまざまな社

会経済情勢の変化に伴い、市町村の行政需要が増大する一方、財政状況が極めてひっ迫した状

況が続き、行政職員の削減はもはや避けられない既成事実となっています。 

 市役所では、これまで定員適正化計画に基

づき平成 27 年４月１日の職員数を、平成

17 年の 513 人から 15.4％（79 人）減

の 434 人まで減らすことを目標に掲げ、

職員の削減に取り組んできましたが、平成

22 年４月１日現在の職員数は 437 人で

あり、次年度には計画より４年も前倒しで

目標を達成できる見込みです。 

 こうした厳しい現実に直面する中で、今後、

市役所全体の行政経営能力をさらに高めていくには、少数精鋭の人員により業務を遂行できる

体制を堅持しながら、職員一人ひとりの能力・可能性を最大限に引き出すための人材育成と、

職員の能力に応じた適材適所の人員配置を進めることが極めて重要といえます。 

 職員の人材育成という観点からは、平成 20 年 10 月に「倉吉市人材育成基本方針」を策定し、

人事管理全般を通じて総合的かつ計画的な人材の育成に努めています。本方針では、協働・経

営感覚・挑戦の視点から目指すべき職員像と、その実現に向けて必要な意識・姿勢や能力の内

容、さらに人事管理、職員研修及び職場の環境づくりにかかわる基本的取組を掲げています。 

 より小さな市役所で市民の満足度を最大化できるよう、行政のプロフェッショナルとして職員

一人ひとりのやる気を高めながら、市民参画と協働のまちづくりに必要なコミュニケーション

能力、既成概念にとらわれない柔軟で高度な政策形成能力など、より高いレベルの業務遂行能

力を実装することが求められています。 

 

市民との交流を深めながら、協働して地域課題の解決に取り組み、説明責任を果た

せるコミュニケーション能力、さまざまな世の中の変化を的確に捉えながら、より迅

速に行政課題に対応できる政策形成能力、困難な課題に対しても果敢に挑んでいくチ

ャレンジ精神を兼ね備えた職員によって、市民が納得できる公共サービスが提供され

ています。 

図 職員数の推移（各年４月１日現在） 

513
502

491
470

447
437

300

350

400

450

500

550

平成17年度 平成18年度 平成19年度 平成20年度 平成21年度 平成22年度

（人）



行政経営の方針 

経営方針２ 目的志向・成果重視の行政経営の推進 

１３３ 

 

今後の取組方針 

 

取組方針 主な内容 

職員の意識改革の 

推進 

厳しい社会経済情勢の変化や多様化・高度化する市民ニーズを的確に捉えなが

ら、市民満足度を高めるため、常にスピード感・コスト意識などを持って業務

の遂行にあたるよう職員研修、人事評価制度の確立などを通じて行政職員とし

ての意識改革を進めます。 

職員の能力開発の 

推進 

より高いレベルのコミュニケーション能力や政策形成能力などを着実に身に

つけるため、階層別研修、能力開発向上研修、職場研修、自己啓発支援を通じ

て各職員に求められる職責に応じた能力開発を進めます。 

人事評価制度の検討 
職員の能力や業績が適正に評価され、昇任、昇給などに的確に反映できるよう、

人事評価制度の見直しに取り組みます。 

定員管理の適正化 
小さく効率的な市役所を目指し、今後も引き続き、適材適所な人員配置や計画

的な職員採用に努めながら、適正な定員管理を進めます。 

心の行き届いたサー

ビスの提供 

より多くの人々から信頼され、親しまれる市役所となるよう、市民の視点に立

った心の行き届いたサービスの提供に努めます。 

 

 

成果を測定するための指標 

 

指標名 
指標の説明 

（出典） 
現状値 

目標値 

(平成 27 年) 

市役所職員の応対に満

足している市民の割合

【％】 

同左 － ↑ 

 



行政経営の方針 

経営方針２ 目的志向・成果重視の行政経営の推進 

１３４ 

 

施策４ 周辺４町との連携のもと、より効果的・効率的な 
    まちづくりを進める               ＜39＞ 
 

目指すべき姿 

 

 

 

 

 

 

 

 

  注）定住自立圏構想 

    「集約とネットワーク」、「役割分担と連携」の考え方に基づき、人口 5 万人以上、昼夜間人口比が１以上の中心市が周辺市 

   町村と連携・協力することで、人口の定住化と圏域全体の活性化を図ることを目的とした取組。平成 22 年 12 月現在、全国 

   47 圏域で構想を推進中。 

 

 

 

現状と課題 

 倉吉市を含む三朝町、湯梨浜町、琴浦町、北栄町で構成されている県中部地域では、平成 10

年４月に「中部ふるさと広域連合」を設立し、ごみやし尿の処理、消防・救急、休日急患診療

所の運営などを共同で広域的に実施しています。 

 平成 22 年に行った将来人口の推計結果によると、県中部地域の人口（外国人を含む）は平成

22 年の 111,542 人（実績値）から一貫して減り続け、平成 32 年には対平成 22 年比で

13,953 人（12.5％）減の 97,589 人、平成 42 年には 24,918 人（22.3％）減の 86,624

人まで大きく減少すると予測されています。 

 域外への人口流出に歯止めをかけるためには、１市４町の連携を強化し、住みよさ・暮らしよ

さを向上させるための取組を充実させるとともに、地域ならではの付加価値を高め、より多く

の消費や人を域内に引き込むことが極めて重要なまちづくりのテーマとなっています。 

 このような状況のもと、現在、１市４町では、中部地域全体で人口の定住に必要な都市・生活

機能を確保するとともに、地域資源を有効活用して自立に必要な経済基盤を培うことで、人口

の定住化を促進し、持続可能な地域社会の構築を目指した定住自立圏構想の推進に取り組んで

います。 

 本構想では、県中部地域のあるべき将来像を掲げ、１市４町の連携と適切な役割分担のもと、

路線バスを中心とする効率的な公共交通ネットワークの確立や広域観光の推進などに取り組

むこととしています。 

全国的な財政難や財源縮小の中、それぞれの市や町が抱える課題等に対し、県中部

地域の中核的なまちとして、定住自立圏構想注）などの推進により、市と町の間の連携

を強めて対応するとともに、さらに、鳥取中部ふるさと広域連合で中部地域の広域的

な行政サービスが実施され、より効果的・効率的なまちづくりが進められています。 



行政経営の方針 

経営方針２ 目的志向・成果重視の行政経営の推進 

１３５ 

 

今後の取組方針 

 

取組方針 主な内容 

定住自立圏構想の 

推進 

周辺４町との適切な役割分担と連携のもと、随時、定住自立圏形成協定の見直

しを行いながら、協定に掲げた具体的取組を着実に進めていきます。 

事務の共同化の推進 
中部ふるさと広域連合による共同事務の運営により、公共サービスの質の維

持・向上に努めます。 

 

 

成果を測定するための指標 

 

今後、鳥取中部ふるさと広域連合や定住自立圏構想などによる共同・連携事務について協

議を進めていく中で、多方面での取組が想定されるため、他の基本目標の成果指標などとの

連動を考慮し、同じ成果指標を用いることとします。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜定住自立圏構想の概要＞ 

安
心
し
て
暮
ら
せ
る
地
域

【定住自立圏構想】

【中心市】 【周辺市町村】

　・定住のために必要な生活機能（医療や福

祉、産業や交通などの分野）を確保するため、

役割分担し、連携していくことを明示

中心市と周辺市町村が協定し、圏域を決定

【定住自立圏】

例えば・・・総合病院から診療所への医師の派遣など・・

要件：

①人口５万人程度以上

②昼夜間人口比率１以上

　（昼間の人口が夜間の常住

　人口よりも多い市）

中心市と経済、社会、文化、住

民生活等において密接な関係
を有する市町村

協力・連携

総
務
省
や
各
府
省
の
財
政
支
援

（倉吉市） 定住自立圏形成協定 （三朝町・湯梨浜町
・琴浦町・北栄町）



１３６ 

 

 

 

施策５ 安定的に自主財源を確保する           ＜40＞ 
 

目指すべき姿 

 

 

 

 

 

 

 

現状と課題 

 近年、経済対策の一環として行われた過去の積極的な投資に伴う公債費注１）や、急速な少子高

齢化の進行による社会保障関係費の増大などによって、国・地方ともに、財政は極めて深刻な

危機的状況が続いており、倉吉市もその例外ではありません。 

 普通会計決算による倉吉市の平成 21 年度の歳入決算額は 249 億 8,000 万円、その内訳は地

方交付税 79 億 3,700 万円（構成比 31.8％）、市税 60 億 5,300 万円（24.2％）、国・県支

出金 51 億 3,700 万円（20.6％）などとなっており、本市が自らの手で確保できる収入（自

主財源）の割合は 33.2％にとどまっています。 

 一方、平成 21 年度の歳出決算額は 242 億 8,600 万円となっています。このうち、最も金額

が高いのは、扶助費注２）の 43 億 900 万円（構成比 17.7％）、以下、公債費の 36 億 7,600

万円（15.1％）、人件費注３）の 36 億 5,000 万円（15.0％）の順であり、これらを合わせた

義務的経費注４）が歳出全体の 47.9％を占めています。 

 平成 12 年度以降の推移をみると、扶助費が増加の一途をたどり、平成 12 年度の 26 億 6,800

万円が平成 21 年度にはその 1.6 倍に増加しているのが特徴的といえます。また、平成 21 年

度の経常収支比率は 97.6％、平成 15 年度の 91.7％より 5.9 ポイント増加するなど、倉吉

市の財政構造は県内の他市町村と比べても非常に硬直化が進んでいる状況にあります。 

 高齢化の進行に伴い、今後さらに扶助費などの義務的経費の増大が見込まれる中、将来にわた

り持続可能な地域社会をしっかりと確立するためには、聖域を設けず歳出全体のさらに徹底し

た洗い直しを行いながら、市税などの収入の確保と収納率の向上に向けた取組を抜本的に強化

することが必要となっています。 

 

  注１）公債費 

    地方債の元利償還金及び一時借入金利子の合計額をいい、過去の債務の支払いに要する経費。 

  注２）扶助費 

    生活保護や老人医療など、社会保障制度の一環として、対象者に支給される経費。 

  注３）人件費 

    職員の給与や退職金、市長などの特別職の給与、嘱託職員・議員・各種委員の報酬等の経費。 

  注４）義務的経費 

    歳出のうち、その支出が義務づけられ、任意に節約することができない経費。 

市税を中心とした自主財源の安定確保により、まちの自立性が高まっているととも

に、市民の理解と協力のもと、適正な受益者負担や公平で公正な税負担が図られてい

ます。 

経経営営方方針針３３  財財政政のの健健全全性性のの確確保保  



行政経営の方針 

経営方針３ 財政の健全性の確保 

１３７ 

 

今後の取組方針 

 

取組方針 主な内容 

自主財源の確保 
既存企業の支援や企業誘致等の産業の活性化などを通じ、市税を中心とした自

主財源の安定確保を進めます。 

適正な受益者負担の

推進 

受益と負担の関係のあり方を抜本的に見直し、公共サービスにかかわる使用料

や手数料などの受益者負担の適正化を進めます。 

収納率の向上 
課税客体の的確な把握に努めながら、滞納整理の強化や納税にかかわる相談体

制の充実など、収納率の向上に向けた取組を抜本的に強化します。 

補助金などの適正 

交付 

費用対効果を十二分に勘案しながら、市役所が支出する負担金や補助金、交付

金などの必要性をあらためて見直し、適正な交付に努めます。 

財政に対する市民意

識の向上 

現下の極めて厳しい財政状況について、市民の正しい理解を促進するため、よ

りわかりやすい財政情報の提供を進めます。 

 

 

成果を測定するための指標 

 

指標名 
指標の説明 

（出典） 
現状値 

目標値 

(平成 27 年) 

財政調整基金及び減債

基金の保有額【億円】 

・財政調整基金とは、地方自治体

が予期しない収入減や不時の支

出増に備えて積み立てておく資

金 

・減債基金とは、市債の償還財源

を確保し、財政の健全な運営に

資するための資金を積立てるこ

とを目的に設置された基金 

9.0 億円 

（平成 21 年度） 
20.0 億円 

実質公債費比率【％】 

収入規模に対する借金返済額の

割合であり、18％を超えると起

債に県の許可が必要となる 

20.0％ 

（平成 19～21 年

度３ヶ年平均） 

18.0％未満 

（平成 25～27 年

度３ヶ年平均） 

市税の収納率【％】 同左 
92.0％ 

（平成 21 年度） 
93.0％ 

 



行政経営の方針 

経営方針３ 財政の健全性の確保 

１３８ 

 

財政計画の見通し 

 

平成 23 年度当初予算計上後の額に、今後の地方財政計画の見通し、計画されている大規模

事業等の内容を計上した歳入歳出の見込みによる財政推計です。 

 

項目 平成 23 年度 平成 24 年度 平成 25 年度 平成 26 年度 平成 27 年度

地方税 5,796 5,796 5,675 5,675 5,675

譲与税・交付金 953 953 953 953 953

普通交付税 7,060 7,156 7,225 7,260 7,230

特別交付税 800 730 730 730 730

国庫支出金 3,694 3,288 3,428 3,493 3,509

県支出金 2,197 1,763 1,775 1,807 1,835

分担金・使用料 599 611 623 635 647

繰入金 255 115 111 111 111

地方債 3,040 3,671 2,404 1,614 1,341

その他 2,488 2,486 2,488 2,490 2,492

歳 
 

 

入 

計 26,882 26,569 25,412 24,768 24,523

人件費 3,513 3,553 3,607 3,634 3,404

扶助費 5,467 5,682 5,882 6,082 6,282

物件費 3,082 2,749 2,870 2,746 2,748

補助費等 2,276 3,265 3,159 2,383 2,135

公債費 3,453 3,095 2,926 2,894 2,842

投資出資貸付金 1,685 1,685 1,685 1,685 1,685

繰出金 3,391 3,405 3,439 3,436 3,404

普通建設事業費 3,578 2,691 1,500 1,474 1,262

積立金 275 282 182 272 599

その他 162 162 162 162 162

歳 
 

 

出 

計 26,882 26,569 25,412 24,768 24,523

 

項目 
平成 23 

年度末 

平成 24 

年度末 

平成 25 

年度末 

平成 26 

年度末 

平成 27 

年度末 

財政調整基金 1,024 1,194 1,265 1,524 2,111

減債基金 408 408 408 408 408

公共施設等建設基金 87 87 87 87 87

職員退職手当基金 453 453 453 453 453

若者の定住化促進基金 1,343 1,313 1,283 1,254 1,224

その他の特定目的基金 757 817 881 844 807

基
金
残
高
見
込 

基金計 4,072 4,272 4,377 4,570 5,090

（単位：百万円）

（単位：百万円）



行政経営の方針 

経営方針３ 財政の健全性の確保 

１３９ 



行政経営の方針 

経営方針３ 財政の健全性の確保 

１４０ 

 

施策６ 公共施設の維持管理の最適化に向けた取組を進める ＜41＞ 
 

目指すべき姿 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

現状と課題 

 現在、多くの市町村では、昭和 40～50 年代の人口急増期にあわせ、相次ぎ整備された建物・

道路・橋などの公共施設が一斉に建て替えや大規模改修が必要な時期を迎え、今後そのための

コストが膨れ上がり、財政運営にも多大な影響を及ぼすことが見込まれています。 

 さらに、平成の大合併に伴い、比較的近距離に目的の似通った公共施設が立地しているほか、

景気対策や地域活性化策の一環として過去に整備された公共施設の中に、当初の設置意義が失

われているものも散見されるなど、施設の維持管理や施設を介したサービスの提供を、現状の

やり方のまま続けていくべきどうか、あらためて検証する時期を迎えようとしています。 

 倉吉市でも、今後老朽化の進行に伴い、建て替えや大規模改修が必要となる施設や、年齢構造

の変化に伴う市民ニーズの変化により、余剰が生じるおそれのある施設が顕在化することが大

いに懸念されます。 

 厳しい財政状況の中、多様化する市民ニーズに的確に応えた公共サービスを提供し続けるため

には、既存の用途にとらわれない施設の有効活用、計画的な改修の実施による施設の長寿命化、

利用者の立場に立った開館日や時間帯、提供するサービスの内容の見直しなど、市全体の経営

的な視点から公共施設の改善を進めていくことが極めて重要といえます。 

 

 

施設を介した公共サービスの将来的な需給バランスなどを十二分に見極めながら、全

市的な視点から、公共施設の有効活用や再配置、計画的な改修、稼働率の向上などに向

けた取組を総合的に進めることで、公共施設が重要な行政経営の資源として、より効果

的・効率的に運営されています。 



行政経営の方針 

経営方針３ 財政の健全性の確保 

１４１ 

 

今後の取組方針 

 

取組方針 主な内容 

有効活用や再配置の

検討 

市民ニーズの変化や将来的な公共サービスの需給バランスを踏まえながら、既

存施設の多目的利用や用途転換、統廃合、再配置について検討を進めます。 

計画的な改修の推進 
利用者の利便性や安全性を適切に確保しながら、維持管理にかかるコストをで

きる限り平準化するため、計画的な改修を進め、施設の長寿命化を図ります。

運営改善の推進 

施設の稼働率を向上させるため、利用者の視点から開館日・開館時間帯、サー

ビスの内容などを適切に見直すとともに、民間力や地域力を活用した運営の改

善を進めます。 

 

 

成果を測定するための指標 

 

指標名 
指標の説明 

（出典） 
現状値 

目標値 

(平成 27 年) 

未利用施設数【施設】 現在活用されていない施設の数 
３施設 

（平成 22 年度） 
０施設 

 



１４２ 

 

 

 

施策７ 双方向型の情報提供を充実させる         ＜42＞ 
 

目指すべき姿 

 

 

 

 

 

 

 

現状と課題 

 よりよい地域社会の創造に向け、市民と市役所が共に考え、共に行動するまちづくりを着実に

進めていくためには、市民と情報をしっかりと共有することが不可欠となっています。また、

多様化・高度化する市民ニーズに応えながら、限りある行政資源を最適に配分するには、広報・

広聴活動のさらなる充実が求められています。 

 これまで倉吉市では、インターネットをはじめとする情報基盤を相互交流など、あらゆる場面

で活用してもらうとともに、受けたい情報サービスが必要な時に、いつでもどこでも受けるこ

とができるよう情報化の取組を進めてきました。 

 取組の一環として、平成 20 年度には会員登録をして、プロフィールや日記の公開、メールな

どの機能を使い、参加者同士が趣味などについて交流できる情報サービス“倉吉市地域ＳＮＳ

「住まいな倉吉」”を立ち上げ、市内に住み・働き・学ぶ人たちや本市に関心のある人たちの

活発な情報交流を支援するとともに、行政情報や求人情報など、さまざまな情報を発信してき

ました。 

 市民の市政への理解と信頼を深め、市政をより身近なものとして感じていただけるよう、市政

情報を迅速かつわかりやすく提供し、必要な情報が確実に行き渡るよう情報化を進めるととも

に、市民との対話を重視し、市民対話集会等を活用して地域の実情や課題などを取り入れるこ

とを実践する必要があります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

市民と市役所が、まちづくりに関する多種多様な情報をお互いに積極的かつわかりや

すく提供し合うことによって、市民の市政に対する理解と信頼が深まり、より多くの

人々が市政を身近なものとして感じられるまちとなっています。 

経経営営方方針針４４  双双方方向向型型のの情情報報提提供供のの充充実実  

＜市民対話集会の様子＞ 



行政経営の方針 

経営方針４ 双方向型の情報提供の充実 

１４３ 

 

今後の取組方針 

 

取組方針 主な内容 

迅速でわかりやすい

情報提供 

まちづくりに関するさまざまな情報を、市民と市役所が迅速かつわかりやすく

提供し合えるよう、市民の求めに応じて市が保有している公文書などを適切に

公開するほか、必要な環境づくりを進めます。 

広報機能の充実 
市民一人ひとりに市政情報が確実に行き渡るよう、ニーズに応じた広報機能を

充実させます。 

広聴機能の充実 
さまざまな機会を通じて、まちづくりに対する市民のご意見・ご要望を広く吸

い上げるための広聴機能を充実させます。 

電子自治体の推進 

市民へのサービス向上とより効果的・効率的な行政運営を同時に実現するた

め、費用対効果を十二分に勘案しながら、各種行政手続きのオンライン化など

を進めます。 

情報セキュリティ対

策の徹底 

市民が安心して公共サービスを利用できるよう、個人情報の保護をはじめとす

る情報セキュリティ対策を徹底します。 

 

 

成果を測定するための指標 

 

指標名 
指標の説明 

（出典） 
現状値 

目標値 

(平成 27 年) 

倉吉市の情報を知るた

めに、日頃から市役所の

ホームページや市報く

らよしを見ている市民

の割合【％】 

同左 － ↑ 

市民に開かれた市政運

営が行われていると思

う市民の割合【％】 

同左 － ↑ 

情報漏えい発生件数

【件】 
同左 

０件 

（平成 22 年度） 
０件 

 



 

１４４ 




